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高等学校の全日制・定時制課程において、学校生活への適応が困難であるため、相
当の期間高等学校を欠席していると認められる生徒等又は療養等のため相当の期間
高等学校を欠席すると認められる生徒等を対象として、通信の方法を用いた教育によ
り、３６単位を上限として単位認定を行うことを可能とする。

通信の方法を用いた教育を行う必要があると文部科学大臣が認める場合には、高等
学校学習指導要領第１章第７款（通信制の課程における教育課程の特例）に定める各
教科・科目の添削指導の回数及び面接指導の単位時間の取扱い等に準じ特別の教
育課程を編成する。

制度の概要

療養等による長期欠席生徒等に対する教育課程の特例
（学校教育法施行規則第８６条）

教員
学校

生徒の自宅・病院等

Y=
ax
+b

通信の方法を用いた教育
添削指導、面接指導、試験
等、通信制高等学校と同様の手法により実施

面接指導のため登校

長期欠席生徒
（不登校、療養等）

添削指導等を実施

メディアを利用して行う学習（オンデ
マンド型の授業など）により、登校
による面接指導時間を減免可。
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重点番号38：高等学校の遠隔教育におけるオンデマンド型授業の実施に係る見直し（文部科学省）



平成27年4月より、高等学校の全日制・定時制課程における遠隔教育（※）を正規の授業として制度化

（※）学校から離れた空間へ、インターネット等のメディアを利用して、リアルタイムで授業配信を

行うとともに、質疑応答等の双方向のやりとりを行うことが可能な同時双方向型の授業

１．遠隔教育の導入

高等学校における遠隔教育の導入

受信側

同時双方向

従来より可能な遠隔授業
（小学校、中学校、高等学校）

制度導入により高等学校において
可能となった授業

受信側

配信側

同時双方向

Y=ax+
b

モニター

Y=ax+
b

教員

資格のある者（担当す
る免許を有する教員）

教員のみなら
ず、スポーツ
選手、大学教
授、技術者等

Y=ax+
b

モニター

Y=ax+
b

サポート教員

教員

資格のある教員

当該教科の免許状
のない教員で可

配信側

○７４単位のうち、３６単位を上限とすること（科目ごとに、一部、対面による授業を実施すること）

○配信側の教員は担当教科の免許保持者であり、かつ受信側の高等学校に属する教員であること

○評価については、配信側の教員が実施すること

○受信側にも高等学校の教員（実施教科の免許の有無は問わない）が立ち会うこと 等

２．具体的な要件

○平成２９年度における導入校数：３５校・１０５科目

※参考 経済・財政再生計画改革工程表におけるKPI 2018年42校・科目、2020年70校・科目

３．高等学校における遠隔教育の導入状況

○平成３０年度予算 高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

（73,923千円の内数）

「経済・財政再生計画改革工程表」に基づき、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能

とする遠隔教育の導入をはじめとした教育改革の優良事例の普及を図る。

４．推進方策
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重点番号43：市街化調整区域において区域運行事業等の用に供する施設を設置する場合の手続の　　　　　　　　見直し（国土交通省）
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